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平成２５年６月２０日

平成２６年７月２４日改訂

今後の国立大学の機能強化に向けての考え方

文 部 科 学 省

国立大学は、全国的な高等教育機会の均等の確保、世界最高水準の教育研究の実施、重

要な学問分野の継承、計画的な人材養成、地域活性化への貢献など、多様な役割を担って

きた。

しかし、我が国は、急速な少子高齢化、グローバル化、新興国の台頭による競争激化な

ど社会の急激な変化に直面しており、持続的に発展し活力ある社会を目指した変革の遂行

が求められている。大学は、社会の変革を担う人材の育成やイノベーションの創出といっ

た責務に応えるために、社会における大学の機能の再構築等に取り組み、卒業生・修了生

を社会に送り出す必要がある。

平成２５年には 「これからの大学教育等の在り方について （平成２５年５月２８日教、 」

育再生実行会議第三次提言 日本再興戦略 平成２５年６月１４日閣議決定 及び 第）、「 」（ ） 「

２期教育振興基本計画 （平成２５年６月１４日閣議決定）がとりまとめられ、これらの」

方針の下、１１月には「国立大学改革プラン」を策定した。

また、平成２６年には 「経済財政運営と改革の基本方針2014 （平成２６年６月２４日、 」

閣議決定 「日本再興戦略改訂2014 （平成２６年６月２４日閣議決定）がとりまとめら）、 」

れ、引き続き大学改革が求められている。

国立大学が平成１６年に法人化されてから１０年が経過する中、文部科学省及び国立大

学は、法人化のメリットを再確認し、変化する社会状況を踏まえた国立大学の役割を改め

て認識するとともに、第２期中期目標期間中に設定した「改革加速期間 （平成２５年度」

から平成２７年度まで）において、国立大学改革プランに掲げられた事項を中心として引

き続き機能の強化に取り組むこととする。

なお、これらの機能強化を進めるに当たり、教育研究機関として研究活動が適正に行わ

れることが必要であるため、平成２６年２月に改正した「研究機関における公的研究費の

管理・監査のガイドライン（実施基準 （平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）や、）」

今後新たに策定予定の「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」等

を踏まえた取組が求められる。

このような機能強化を進めながら、第３期中期目標期間においては、各大学・大学共同

利用機関法人（以下「各大学等」という ）の強み・特色を最大限に生かし、自ら改善・。

発展する仕組みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み

出す国立大学の実現を目指す。
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（第７期第８回）
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Ⅰ 「改革加速期間」における取組．

「改革加速期間」においては、国立大学改革プランに基づき、改革に取り組む。その

際、改革の進捗状況を踏まえ、次のような観点の下、各大学等の機能強化を図る。

１．社会の変化に対応した教育研究組織づくり

文部科学省と各大学等は、意思疎通を図りつつ、全国的又は政策的な観点からの強

みや、各大学等として全学的な観点から重視する特色、担うべき社会的な役割を明ら

かにするため 「ミッションの再定義」をとりまとめた。、

「ミッションの再定義」は、第３期中期目標期間において各大学等が目指す姿を展

望し、機能強化に取り組むための出発点として位置づけられるものである。各大学等

においては 「ミッションの再定義」を通じて把握されるそれぞれの専門分野の強み、

や特色を伸ばし、その社会的な役割を一層果たしていくための戦略を、学長（大学共

同利用機関法人においては機構長。以下同じ ）のリーダーシップの下に検討するこ。

とが求められる。

その際、学士課程教育については 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向、

けて （平成２４年８月２８日中央教育審議会答申 、また、大学院教育については 「第」 ） 、

２次大学院教育振興施策要綱 （平成２３年８月５日文部科学大臣決定）等も踏まえた教」

育の質の一層の向上を図る観点からの検討が必要である。

また、研究機能の強化については 「学術研究の推進方策に関する総合的な審議につい、

て （平成２６年５月２６日科学技術・学術審議会学術分科会中間報告）等も踏まえつつ、」

我が国の学術研究の推進への寄与の観点からの検討が必要である。

こうした戦略に基づき、各大学等は、客観的な指標や各大学等に求められている社

会的な役割やニーズを踏まえながら機能の強化、新分野の創成、国民や社会の期待に

応える人材育成を図るため、学長のリーダーシップの下、学部・研究科等を越えた学

内資源配分（予算、人材や施設・スペース等）の最適化、大学の枠を越えた連携、人

材養成機能の強化、学生のキャリアパスの構築等に主体的に取り組む。

文部科学省は、このような取組を含む先駆的な改革を進める各大学等を、国立大学

法人運営費交付金等により重点支援する。こうした取組を行うことにより、平成２７

年度末に各大学等の改革の取組への配分及びその影響を受ける国立大学法人運営費交

、 、付金の額を３～４割とすることを目指すとともに 国立大学法人評価委員会において

国立大学改革の進捗状況を確認する。

｢ミッションの再定義｣を踏まえた各大学等の強みや特色を伸長し､社会的な役割を

一層果たすための振興の観点を別紙のとおり設定する。
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２．ガバナンス機能の強化

各大学等が、その機能を最大限に発揮していくためには、学長のリーダーシップの

下で戦略的に大学をマネジメントできるガバナンス体制を自主的・自律的に構築して

いくことが不可欠である。

こうした認識の下、文部科学省は 「大学ガバナンス改革の推進について（審議ま、

とめ （平成２６年２月１２日中央教育審議会大学分科会）を踏まえ、学長補佐体制）」

の強化、教授会の役割の明確化、学長選考会議の主体性の確保、経営協議会の構成の

見直し及び監事機能の強化などの制度改正を行ったところである。

各大学等においては 「大学ガバナンス改革の推進について（審議まとめ 」や、こ、 ）

れを受けた国の制度改正を踏まえ、①学長のリーダーシップの確立、②学長の選考・

、 、 、業績評価 ③学部長等の選考・業績評価 ④教授会の役割の明確化等の観点に留意し

自主的･自律的に内部規則等の総点検･見直しに取り組む必要がある。

文部科学省は、各大学等の内部規則等の見直しに資するよう、見直しの視点等の提

示などを行うとともに、ガバナンスの改善に関する中期目標を定めること等を含めて

国立大学法人評価委員会の意見を聴きつつ、各大学の取組を促していく。

また、学長がその権限を適切に行使することを確保するためにも、監事の機能を強

化する必要があることから、各大学等においては、例えば内部監査組織の充実など監

事の職務のサポート体制の整備を進めるとともに、大学の規模等に応じて、常勤の監

事を配置するように努めることが求められる。

３．人事・給与システムの弾力化

国立大学が、グローバル化への対応を図るとともに、イノベーションの創出に適し

た環境となるためには、法人化のメリットを活用しつつ、若手研究者や外国人研究者

。 、も含む多様な人材にとって大学が魅力ある環境であり続けることが欠かせない また

教育研究の活性化を図るためには、適切な評価に基づく処遇がなされることが必要で

ある。

各大学等は、魅力ある給与体系と適切な業績評価体系の一体的構築を進め、年俸制

や学外機関との混合給与等の導入を促進することで、公務員型の人事・給与システム

を改めるとともに、優秀な若手研究者や外国人研究者の常勤職への登用を進める。

文部科学省としては、改革加速期間中に、１万人規模で年俸制を導入できるよう国

立大学法人運営費交付金において「年俸制導入促進費」を平成２６年度予算から新規

計上したところであり、この促進費の活用も含めた年俸制の導入を促進する。

また、国立大学の教員が、他の大学や研究機関にも在籍し、それぞれで業務を行う
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（ ） 、ことができるようにする混合給与 クロスアポイントメント制度 の導入については

教員の給与制度の選択肢を増やすことにより、教員採用についての自由度が拡大する

とともに、相手機関との緊密な連携の下での教育研究の飛躍的な発展につながるもの

であり、これらを促進するために必要な協定や雇用契約等の締結方法、共済の取扱い

等について関係省庁と整理を行い、モデルケースや留意点を周知する。

４．人材･システムのグローバル化による世界トップレベルの拠点形成

急速に進む社会や産業界のグローバル化の中で、我が国社会の発展を支える観点か

ら、大学は国内外の優秀な学生や研究者を集めつつ、国際的に活躍できる人材の育成

や国境を越えた共同研究や教育に積極的に取り組むことが必要である。

文部科学省は、次のような取組により、①今後１０年間で、世界大学ランキングト

、 （ ） 、ップ１００に１０校以上がランクインすること ②平成３２年 ２０２０年 までに

日本人の海外留学生を１２万人に、外国人留学生の受入数を３０万人にそれぞれ増加

させることを目指す。

（１）国際水準の教育研究の展開
文部科学省は、海外の卓越した大学との連携や大学改革により徹底した国際化を進

める、世界レベルの教育研究を行うトップ大学や国際化を牽引するグローバル大学に

対し重点支援を行う。

各大学等は、世界水準の教育研究の展開を進める観点から、外国大学とのジョイン

ト・ディグリー制度の活用（注：年内に我が国の大学と外国大学が共同で教育課程を

編成するための制度改正を予定 、海外大学のユニット誘致による領域横断的共同カ）

リキュラム、最先端の研究拠点の構築、国際共同大学院の創設、外国人教員の積極採

用並びに英語による授業の拡大、多様な国、地域からの留学生の積極的な受入れ及び

日本人学生の海外派遣の促進等に取り組むことにより、人材・システムのグローバル

化を進める。

（２）積極的な留学生支援
世界で活躍するグローバル人材を育成するため、文部科学省では、官と民とが協力

し、実践的な学びを焦点に、自然科学系分野、複合・融合分野における留学や、新興

国への留学、諸外国のトップレベルの大学等に留学する日本人学生等を支援する「官

民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ 日本代表プログラム～」を推

進する。各大学等においても、カリキュラム上実習や実験が多く留学期間の確保に工

夫を要する分野における留学を可能とするような取組、海外でのインターンシップな

どギャップタームの活用、海外の大学間の単位互換の促進等により学生等の海外留学

を促進する必要がある。また、産業界とも連携した就職・採用活動開始時期の後ろ倒

しにより、学生等の学修時間や留学等の多様な経験を得る機会を確保し、社会が求め

るグローバル人材を育成するための環境を整備することが重要である。

一方、優秀な外国人留学生を確保するため、各大学等においては、現地選抜や渡日

前入学許可の推進、国内外の学生が交流する宿舎・交流スペース等の整備及び就職支

援等による受入れ環境の充実を図るとともに、我が国の成長を牽引する重点地域等を
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はじめとした、多様な国（ダイバーシティ）からの戦略的な受入れを実施していく必

要がある。

５．イノベーションを創出するための教育・研究環境整備、理工系人材の育
成強化

新興国との激しい競争に直面し、少子高齢化が進行する我が国が、経済成長を維持

し、国際競争力の強化を図るためには、イノベーションを絶え間なく創出していくこ

とが求められており、次のような取組を進め、今後１０年間で、２０の大学発新産業

を創出することを目指す。

文部科学省としては、イノベーションを支える主要な担い手となる理工系人材の戦

略的育成を図るため、｢理工系人材育成戦略｣の策定を早急に行うとともに 「国立大、

学改革プラン」を進める中で、教育研究組織の再編成や国際的に競争力のある卓越し

た大学院の形成を進める。

また、平成２６年４月に施行した産業競争力強化法に基づく大学発ベンチャー等支

援会社等への出資を適切な体制等を整えた上で実施する。

Ⅱ．第３期中期目標期間に向けた検討

１．第３期中期目標期間に目指すべき方向性

「国立大学改革プラン」では、第３期中期目標期間に目指す国立大学の在り方とし

て 「各大学の強み･特色を最大限に生かし、自ら改善･発展する仕組みを構築するこ、

、 「 」 、 」 。とにより 持続的な 競争力 を持ち 高い付加価値を生み出す国立大学 を掲げた

こうした国立大学の目指すべき姿を実現するためには、各学長がリーダーシップを

発揮しつつ、例えば、

・全学的な「組織力」を高めるために必要となる「資源再配分」の実施

・社会的なニーズを的確に把握・分析する仕組みや組織づくり

・各大学等の強みや特色を形作るために必要な教員を配置できる仕組みの実現

・これらを前提として行われる教育研究組織の恒常的な再構築

などの取組を行っていくことにより、自主的・自律的かつ永続的な改革を進めていく

必要があり、文部科学省は、法人制度、予算、評価といった国立大学法人との関わり

を適切に活用してこれらの取組を支援していく。

また、各大学等の機能強化の方向性として 「国立大学改革プラン」で示した、

・世界最高水準の教育研究を展開する拠点

・全国的な教育研究拠点

・地域活性化の中核的拠点
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を軸に、各大学等の機能強化に資するような予算配分や評価方法を検討する。

２．第３期中期目標・中期計画の方向性

国立大学法人の中期目標・中期計画は、各国立大学法人の社会、国民に対する公約

ともいえる。

各国立大学法人は、第３期中期目標期間に向けて「ミッションの再定義 「国立大」

学改革プラン」等を踏まえ、自らの強み、特色を明示し、国立大学としての役割を果

たしていくため、大学として明確かつ具体的な目標・計画を定め、当該目標・計画が

達成することができたのかどうかを検証することを可能とする指標を明確に示さなけ

ればならない。

文部科学省は、第２期中期目標期間に引き続き、戦略性が高く意欲的な目標・計画

については、その結果だけではなく、プロセスも重視した評価を行うことを考えてお

り、各国立大学法人は高い水準の目標設定を行うことが求められる。

３．組織及び運営に関する制度の検討

文部科学省は 「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法律 （平成２６、 」

） 、 、年法律第８８号 附則第２項の規定を踏まえ 改正後の国立大学法人法の施行の状況

国立大学法人を取り巻く社会経済情勢の変化等を勘案し、国立大学法人の組織及び運

営に関する制度について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい

て所要の措置を講じる。

４．運営費交付金の在り方の見直し

「国立大学改革プラン」では、第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交

付金や評価の在り方については、平成２７年度までに検討し抜本的に見直すこととし

ており、平成27年年央までに一定の結論を得る。今後の検討に際しては、次のような

視点に重点を置いて検討を進める。



- 7 -

（１）運営費交付金の配分方法等の仕組みについて
○各大学等における強み・特色の一層の伸長や機能強化の方向性（世界最高水準の教

育研究を展開する拠点、全国的な教育研究拠点、地域活性化の中核的拠点等）に応

じたきめ細かい支援

○教育研究組織や学内資源配分を恒常的に見直す環境のルール化

○改革加速期間中における年俸制の導入状況などを踏まえた人事･給与システムの改

革支援

○一般運営費交付金、特別運営費交付金、特殊要因運営費交付金などの予算構造の在

り方

（２）予算配分に反映するための評価等について
○各大学等が指向する機能強化の方向性等に即したきめ細かい評価指標の設定

○改革の具体的取組状況等に基づいた実績評価を重視しつつ、将来の構想力を組み合

わせた評価方法

（３）国立大学法人評価委員会における評価との関係について
○中期目標・計画期間の評価結果と国立大学運営費交付金配分への反映



- 8 -

（別紙）

「ミッションの再定義」を踏まえた各分野における振興の観点

各分野とも、学士課程においては、能動的学習（アクティブ・ラーニング）等の導入、

質を伴った学生の学修時間の確保・増加、学修成果の可視化、教員課程の体系化、組織的

な教育の実施等を通じた大学教育の質的転換を先導していくものとする。また、大学院に

おいては、創造豊かな優れた研究・開発能力を持つ研究者等の養成、高度な専門的知識・

能力を持つ高度専門職業人の養成、確かな教育能力と研究能力を兼ね備えた大学教員の養

成、知識基盤社会を多様に支える高度で知的な素養のある人材の養成という目的の一層の

発揮を目指すとともに、養成する人材像を明確にしつつ、広範なコースワークや専門分野

の枠を超えた統合的かつ体系的な教育を経て、学生に独創的な研究活動を遂行させる一貫

した学位プログラムの構築に組織的に取り組むものとする。

加えて、研究機能の強化について、新たな知の開拓に挑戦する「挑戦性 、細分化され」

た知を俯瞰し総合的な観点から捉える「総合性 、異分野の研究者等との連携・協働によ」

って新たな学問領域を生み出す「融合性 、国境を越えた議論と検証により研究を相対化」

、 「 」 、 、し 発展させる 国際性 といった現代的な要請に着目しつつ 研究者の自律性を前提に

創造性を最大限発揮できる環境を整備する観点から、学内資源配分に関する見直しに取り

組むものとする。

¡ 人文・社会科学、学際・特定分野は、人間の営みや様々な社会事象の省察、人間

の精神生活の基盤の構築や質の向上、社会の価値観に対する省察や社会事象の正確

な分析など重要な役割を担っている。また、学際・特定分野は、その学際性・個別

分野の個性等に鑑み、社会構造の変化や時代の動向に対応した融合領域や新たな学

問分野の進展等の役割が期待されている。

、 、 、特に 成熟社会の到来 グローバル化の急激な進展等の社会構造の変化を踏まえ

教養教育を含めた教育の質的転換の先導、理工系も含めた総合性・融合性をいかし

た教育研究の推進、社会人の学修需要への対応、当該分野の国際交流・発信の推進

等、各分野の特徴を十分に踏まえた機能強化を図る。

具体的には、養成する人材像のより一層の明確化、身に付ける能力の可視化に取

り組む。また、既存組織における入学並びに進学・就職状況や長期的に減少する傾

向にある１８歳人口動態も踏まえつつ、全学的な機能強化の観点から、定員規模・

組織の在り方の見直しを積極的に推進し、強み・特色を基にした教育・研究の質的

充実、競争力強化を図る。

¡ 教員養成大学・学部については、今後の人口動態・教員採用需要等を踏まえ量的

縮小を図りつつ、初等中等教育を担う教員の質の向上のため機能強化を図る。具体

的には、学校現場での指導経験のある大学教員の採用増、実践型のカリキュラムへ

の転換（学校現場での実習等の実践的な学修の強化等 、組織編成の抜本的見直し・）

（ 、 「 」 ）強化 小学校教員養成課程や教職大学院への重点化 いわゆる 新課程 の廃止等

を推進する

¡ 理学分野については、自然界に潜む原理や法則という普遍的真理を探究する学問

であり、科学技術創造立国を目指す我が国にとって新しいイノベーションの基盤的
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要素を生み出す重要な役割を担っている。

これまで、先進的かつ国際的な研究が行われてきており、今後とも世界をリード

する研究を推進する。また、法則に立ち返って真理の探究に取り組むといった理学

的な思考能力・実験技術の方法論などの能力をいかした高度専門職業人や幅広い視

。 、「 」野を有する研究者の養成に向けた教育を推進する このため 理工系人材育成戦略

（仮称）を踏まえつつ、企業と連携した実践的な専門教育のプログラムや、教育界

や教育学分野と連携した高等学校等の理数系教員を志望する学生向けのプログラム

の構築など、社会での活躍を意識した教育や、組織的なコースワークと研究指導に

よる大学院教育など、大学院を中心に教育研究組織の再編・整備や機能強化を推進

する。

¡ 工学分野については、我が国の産業を牽引し、成長の原動力となる人材の育成や

産業構造の変化に対応した研究開発の推進という要請に応えていくため 「理工系人、

材育成戦略 （仮称）も踏まえつつ、大学院を中心に教育研究組織の再編・整備や機」

能強化を図る。具体的には、エンジニアとしての汎用的能力の獲得を支援する国際

水準の教育の推進など、工学教育の質的改善を推進し、グローバル化に対応した人

材を育成するとともに、最新の高度専門技術に対応すべく社会人の学び直しを推進

する。また、社会経済の構造的変化や学術研究・科学技術の進展に伴い、各大学の

強みや特色をいかしながら先進的な研究や学際的な研究を推進するとともに、研究

成果を産業につなげる観点から地域の地場産業も含め広く産業界との連携を推進す

る。

¡ 農学分野については、環境調和型生物生産、生物機能の開発・利用、食料の安定

的な享受、自然生態系の保全・修復等に関する科学の促進と技術開発といった社会

的役割を担っている。

、 、これまで 地域の立地特性をいかした生物資材の生産や利用に関する教育研究等

特色ある取組が進展しており、今後とも地域の農林水産業や関連産業の振興を牽引

する役割を果たしていく。また、人口増加に伴う世界的な食料や環境等の諸課題の

解決への貢献の観点から、必要に応じて医学、工学、社会科学といった他の学問分

野と連携した教育研究をより一層展開する。さらに、産業界をはじめとする社会の

要請に応えた高度な専門職業人や研究能力を有する人材育成の役割を一層果たして

いくため 「理工系人材育成戦略 （仮称）を踏まえつつ、大学院を中心に教育研究、 」

組織の再編・整備や機能強化を図る。

¡ 医療・保健分野（医学、歯学、薬学、看護・医療技術分野）については、今後の

超高齢社会における医療人としての使命感・倫理観、専門的な能力や研究マインド

・課題発見解決能力等の必要な資質を備えた人材の育成はもとより、それぞれの大

学が持つ知的資源やネットワークを活用し、教育、研究、診療・実践、地域貢献・

国際化といった方向について、特色ある取組を推進する観点から機能強化を図る。

特に、高度な医療機能を持つ附属病院と、それを軸とした地域の医療機関とのネッ

トワークを最大限活用して学部教育、大学院教育、現職者の生涯にわたる研修を通

じた人材育成を強化する。加えて、学内の理工系や人社系の学部・研究科、研究所

等はもとより、他の大学、研究機関、医療機関、地方公共団体、企業等とのネット

ワークを強化し、学際的・実践的な研究、チーム医療を担うために必要となる高い
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レベルでの多職種連携教育等において特色ある取組を推進する。

¡ 医学・歯学系分野については、超高齢化やグローバル化に対応した医療人の育成

や医療イノベーションの創出により、健康長寿社会の実現に寄与する観点から機能

強化を図る。具体的には、診療参加型臨床実習の充実等国際標準を上回る医学・歯

学教育の構築、総合的な診療能力の育成、卒前・卒後を通じた研究医育成を推進す

る。また、独創的かつ多様な基礎研究を推進するとともに、分野横断・産学連携を

進め、治験・臨床研究推進の中核となり、基礎研究の成果を基に我が国発の新治療

法や革新的医薬品・医療機器等を創出する。地方公共団体と連携し、キャリア形成

支援等を通じた地域医療人材の養成・確保、高度・先進医療や社会的要請の高い医

療を推進する。

¡ 薬学分野については、基礎から臨床までを通じた世界水準の創薬研究の推進と、

薬学教育6年制化の目的である医療人としての使命感・倫理観と研究マインド・課題

発見解決能力を備えた、薬学教育研究を担う人材や医療の現場で先導的役割を果た

す薬剤師の育成を進める観点から機能強化を図る。

¡ 看護学・医療技術学分野については、医療・保健系大学の設置が進展する中、地

域社会の課題解決に貢献する実践力の高い地域のリーダー養成はもとより、看護学

及び医療技術学の学術的追求を通じ次世代のリーダーとなる教育者・研究者養成を

推進するとともに、大学病院をはじめとした知的資源を活用した学際性・国際性を

重視した研究を推進する。

¡ 、 、 、大学共同利用機関法人は 前述の観点を踏まえ 大学の共同利用の研究所として

個々の大学では整備できない大規模な施設・設備や大量のデータ・貴重な資料等を

全国の大学の研究者に提供するとともに、当該先端的な研究環境をいかし、総合研

究大学院大学をはじめとする大学院学生などの受入れを行い、研究と教育を一体的

に実施することによって人材養成に貢献するなど、当該分野の中核拠点として我が

国の学術研究の向上と均衡ある発展を図る。


